


























































































気象の関係から測量の実施期間が限定されており，解氷期にあたる6月から 9 月の 3 カ月間
に集中して測量を実施する必要があった。このため，ロシア方面の測量は，現地到着時に解














































6 ）　「大正八年度測量ニ関スル件」1919年 4 月10日，『大正八年五月起　測量関係書類綴 北樺太全
班綴　樺太黒竜江各艦船班　第三水雷戦隊　第三船隊　北辰含　測量科』。海上保安庁海洋情報
部。句読点は小林。






































































































































































































































































































子を確認した。日本政府は，ニコラエフスクで発生した「尼港事件」（1920年 2 月から 5 月




32）　成富道正「北樺太事業地被害状況報告」1920年 6 月 4 日，JACAR（アジア歴史資料センター），
Ref.C10128427000，前掲『大正三年大正九年　大正戦役　戦時書類』巻百八十一。
















































































































































































































































































































































































お わ り に
本稿では，日本海軍が目指した北樺太油田獲得とシベリア出兵期に行われた海軍水路部の
北樺太測量，北樺太に派遣された産油地調査班や企業団・北辰会と水路部の関係について考
察した。
これまでの日本海軍の北樺太油田獲得に関する先行研究において，水路部測量班の北樺太
派遣について注目されることはなく，測量は切り離して考えられる傾向にあったが，海軍省
が北樺太に派遣した産油地調査班と水路部測量班の繋がりが，調査班の写真帖および調査報
告の記述から明らかとなった。産油地調査班と水路部測量班の関係が表に現れなくなった背
景として，ロシア領沿岸で行われる水路部の測量は海軍中央の方針によって内密測量とされ
ており，測量班派遣や測量の事実が海軍外に隠されていたため，産油地調査側の記録から測
量班の存在が表面化しにくくなったと考えられる。
海軍が北樺太油田獲得のために久原鉱業に働きかけて設立させた企業団・北辰会と水路部
の関係についても，日本海軍の北樺太油田に対する支援の一環から，北辰会が北樺太で使用
する測量艇の貸与が慣習化されたこと，北辰会の業務に必要となる軍機海図の軍機指定を解
除するよう海軍省が水路部に指示を出したことが明らかになった。水路部も北辰会との関わ
りを通して日本海軍の燃料政策に無縁ではなかった。
水路部は内密測量という制限を受けて，データの獲得に苦心していた。日本海軍にとって，
各国から領土的野心を疑われることは北樺太の石油利権の獲得，南洋群島の領有に影響を及
ぼす恐れがあるため，ロシア領を公然と測量するわけにはいかない。そのしわ寄せは，艦船
への図誌供給を担う水路部の業務に行くことになった。北樺太の地理情報に関しては，他の
海域のように外国水路機関からの情報に頼ることができず，日本海軍が独自に調査するしか
なかった。公然と測量を実施することができないという制約に加え，厳しい気象条件から測
量期間が限定される中で重要となるのが「機密費」であった。与えられる機密費が僅少で
あった水路部測量班に対し，北樺太に上陸した陸軍の陸地測量部は，機密費を用いて買収に
よる地理情報の入手を進めた。このような中で，北樺太に展開する陸地測量部測図班は水路
部測量班に「協同動作」を提案するのである。水路部測量班と「協同動作」の協定が成立し
ていたことから，水路部は陸地測量部からも情報入手を試みたことが分かる。これら水路部
の測量の成果が，北樺太の水路図誌として刊行され，北辰会の北樺太油田の業務にも影響を
与えることになる。
水路部による北樺太測量は，産油地調査班や北辰会のつながりから考察して，日本海軍の
燃料政策の一部として重要な役割を担っていたと言えるであろう。
本稿では，陸地測量部の北樺太測量についても触れたが，水路部との協定に関わる部分の
みの言及に留まり，詳細な検討を行うことができなかった。また，協定に関する海軍側から
の史料を調査することが出来なかった。海軍側の史料調査，外邦図研究などの先行研究の成
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日本海軍の北樺太油田獲得と水路部
果に学びながら，保障占領期の陸軍の北樺太測量と水路部の北樺太測量の接点について，考
察を深める必要があると考える。日本陸軍・日本海軍双方の測量という視点を通して，日本
の北樺太利権獲得に向けた戦略について別の角度から考察できるのではないだろうか。もう
一つの課題としては，海軍中央の意向が水路部の北樺太における測量計画と図誌刊行にどの
ような影響を与えたのか，今回の考察では明確さに欠く部分があり，さらに調査と考察を行
う必要があると考えている。以上を今後の課題としたい。
沿海州・北樺太略図
〔水路部『秘　水路部年報　大正八年度』および海軍省『北樺太東
海岸産油地調査報告』1921年を参考に小林作成〕
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